2012年7月26日

エネルギー・環境会議事務局

「エネルギー・環境に関する選択肢」に対するパブリックコメント受付係　御中

神奈川県消費者団体連絡会

〒222-0033　横浜市港北区新横浜2-6-23　

金子第2ビル3階

電話045-473-1031　FAX.045-473-9272

１．意見の概要

　　「ゼロシナリオ」を基本とし早期に原発比率ゼロにする方向へエネルギー政策の転換を図ることこそが現実的な選択であると考えます。
２．意見とその理由

東京電力福島第一原子力発電所の大事故から１年５ヶ月を迎えようとしています。現在でも放射性物質の拡散は続いており、4号機は予断を許さない状況です。放射性物質拡散による環境汚染は、日本のみならず地球全体に広がっています。原発立地県である福島県では多くの人々がそれまでのくらしを奪われ、見通しの立たない避難生活を余儀なくされています。その人数も今年6月中旬時点で避難指示89,055人、自主避難等7,567人、県外避難35,514人と報道されています。
私たちはこの日本が地震列島であること、一旦原子力発電所事故があると社会的・経済的に取り返しがつかないということ、原子力発電が人の手に余るものであること、放射性廃棄物の処分は未解決の課題であること、原発がコスト的に優位ということはごまかしであることなどを再認識しました。
原発を残し更に増やす可能性のある「15シナリオ」や新たに原発を増設するシナリオである「20～25シナリオ」ではなく、「ゼロシナリオ」を基本とし既存の原発を稼動させないこと、新規に原発を作らないこと、廃炉をすすめることで、原発事故の危険と隣り合わせではない安心できる暮らしを心から求めます。未来の世代に今の私たちが責任を持つべきです。
そして、このことを推進するために省エネルギーの取り組みを進める、自然エネルギー活用を推進する、地域分散型のエネルギー供給を進めるなど電力システムを改革することを求めます。
脱原発と地球温暖化防止は両立できます。これからは原子力発電所の廃炉と、膨大な放射性廃棄物のより安全な処理の研究及び人材育成に全力を注いでください。

また原発事故後も継続している「原発輸出」についても見直しを求めます。原発事故を起こし膨大な放射性物質を拡散させた日本の果たすべき国際貢献は、原発に頼らない社会づくりを率先して実践することにあります。

